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１．国民本位のワンストップ電子行政、医療・社会保障サービスの実現

２． ＩＴを安心して活用でき、環境に先進的な社会の実現

３．「つながり力」発揮による経済成長の実現

強化分野

「ＩＴ新改革戦略」の中から国民生活者の視点の重視と新たな成長戦略を進める観点から、

取組の強化が特に必要な３つの分野を抽出し、今後の取組の方向性を明確化する。

ＩＴ政策ロードマップを策定

ＩＴの持つ
「つながり力」
の徹底活用

ＩＴ新改革戦略
（平成18年1月19日IT戦略本部決定）

戦略の確実な実現のために

日本経済の進路と戦略
（平成20年1月18日閣議決定）

「環境力」を共通の基盤とし、「つながり力」の
効果的発揮を図り、新たな成長戦略を推進。

① 共生戦略（全員参加型）
② 自立戦略（強み発揮型）
③ グローバル戦略

３３ 「つながり力」発揮による経済成長の実現「つながり力」発揮による経済成長の実現「ＩＴ政策ロードマップ」の基本的考え方「ＩＴ政策ロードマップ」の基本的考え方
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電子政府普及の基礎となる住基カード普及の遅れ
カードリーダーの購入も負担に

※ 住基カードの普及率は2008年1月末現在で約1.5%

電子政府普及の基礎となる住基カード普及の遅れ
カードリーダーの購入も負担に

※ 住基カードの普及率は2008年1月末現在で約1.5%

国民・企業にとって添付書類の取得が大きな負担国民・企業にとって添付書類の取得が大きな負担

行政機関のバックオフィスの連携不足により、
ワンストップサービスが進まない

行政機関のバックオフィスの連携不足により、
ワンストップサービスが進まない

画面表示や操作性の点でユーザの使い勝手が良くない画面表示や操作性の点でユーザの使い勝手が良くない

●電子政府・電子自治体の問題点●電子政府・電子自治体の問題点

１１--１１ 国民本位のワンストップ電子行政サービスの実現国民本位のワンストップ電子行政サービスの実現
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コンビニコンビニ

パソコンパソコン

携帯電話携帯電話

民間機関民間機関

２４時間３６５日２４時間３６５日
電子交付電子交付

申請申請

市町村市町村 雇用保険雇用保険
機関機関

運輸機関運輸機関

社会保険社会保険
機関機関教育機関教育機関

中央省庁中央省庁

電気・ガス・銀行・・・電気・ガス・銀行・・・

バックオフィスバックオフィス

ライフイベントライフイベント
－引越（個人）－引越（個人）
－退職（企業）－退職（企業）

・住民登録・住民登録
・国民健康保険・国民健康保険
・介護保険・介護保険

認
証
・
署
名

認
証
・
署
名

ワンストップポータルワンストップポータル

・・

・住民基本台帳カード・住民基本台帳カード
・社会保障カード（仮称）・社会保障カード（仮称）

行政機関行政機関

添付書類の廃止添付書類の廃止

申請申請

民間手続民間手続
・電気・ガス・電気・ガス
・健康保険組合・健康保険組合

・・

官民連携官民連携電
子
私
書
箱

（
仮
称
）

電
子
私
書
箱

電
子
私
書
箱

（
仮
称
）

（
仮
称
）

手数料の電子納付手数料の電子納付

フロントオフィスフロントオフィス

行政情報の行政情報の

共同利用センター共同利用センター

：申請データの流れ：申請データの流れ

：行政情報の流れ：行政情報の流れ

テレビテレビ

マイページマイページ
「私だけの電子政府」「私だけの電子政府」

１１--１１ 国民本位のワンストップ電子行政サービスの実現国民本位のワンストップ電子行政サービスの実現

オンライン利用のメリットが実感できる、国民本位のワンストップ電子行政サービスを実現すること
を目指し、電子申請等を原則とする行政サービスの展開を念頭に置き、国の行政機関及び地方公
共団体のみならず、公的機関、民間機関との相互連携により、国民本位の電子政府・電子自治体
の実現に向けた基本構想（eワンストップ・イニシアティブ）を推進する。
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１１--１１ 国民本位のワンストップ電子行政サービスの実現国民本位のワンストップ電子行政サービスの実現

● 国民本位の電子政府・電子自治体実現のための基本構想（ｅワンストップ・イニシアティブ）

●今後の改革工程表（検討中）

普

及

拡

大

普普
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拡拡

大大推
進
体
制
の
確
立

推
進
体
制
の
確
立

推
進
体
制
の
確
立

基
本
法
制
の
整
備

基
本
法
制
の
整
備

基
本
法
制
の
整
備

行政の無駄を省く＋国民の利便性向上（一石二鳥の効果）

旅費等の政府内部管理業務の抜本的効率化
のためのアクションプラン策定（５月中）

ワンストップ電子行政の早期実施のための
アクションプラン（骨格）策定（６月末まで）

内部管理業務の内部管理業務の
抜本的効率化抜本的効率化

先行プロジェクトの先行プロジェクトの
実施実施

基本的枠組みの基本的枠組みの
整備整備

ア
ク
シ
ョ

ン
プ
ラ
ン

策
定

ア
ク
シ
ョ

ア
ク
シ
ョ

ン
プ
ラ
ン

ン
プ
ラ
ン

策
定
策
定

2008年
5～6月
2008年
5～6月

旅費規程の統一化、旅費規程の統一化、業務・システム最適化計画の業務・システム最適化計画の改定改定

ア
ク
シ
ョ
ン
プ
ラ
ン
（
骨
格
）
の
策
定

ア
ク
シ
ョ
ン
プ
ラ
ン
（
骨
格
）
の
策
定

引越・退職の引越・退職の先行的ワンストップ化先行的ワンストップ化
に向けた実証実験に向けた実証実験

手数料引下げ、手数料引下げ、添付書類削減等の抜本的改善添付書類削減等の抜本的改善

コンビニのキオスク端末での住民票交付コンビニのキオスク端末での住民票交付
住基カードの無料化促進住基カードの無料化促進

制度改正で盛り込むべき制度改正で盛り込むべき
基本事項の整理基本事項の整理

法形式や提出時期の詰め法形式や提出時期の詰め

推進体制のあり方の検討推進体制のあり方の検討

国
民
本
位
の
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ン
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プ
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行
政
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の
実
現
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１１--１１ 国民本位のワンストップ電子行政サービスの実現国民本位のワンストップ電子行政サービスの実現

最大で訪問機関が７箇所、最大で訪問機関が７箇所、
１３種類の添付書類が必要１３種類の添付書類が必要

現在現在
訪問機関は訪問機関は11箇所、オンライン箇所、オンライン
申請時の添付書類は省略申請時の添付書類は省略

将来将来

1. 転出証明書
2. 住民票
3. 戸籍の附票の写し
4. 本人確認のための写真付の官公署等の発

行した身分証明書
5. 外国人登録証明書
6. （老人医療給付）負担区分等証明書
7. （介護保険）受給資格証明書
8. 所得課税証明書
9. 在学証明書
10. 転学児童教科用図書給与証明書
11. 自動車検査証
12. 標識交付証明書
13. 廃車証明書

1. 転出証明書
2. 住民票
3. 戸籍の附票の写し
4. 本人確認のための写真付の官公署等の発

行した身分証明書
5. 外国人登録証明書
6. （老人医療給付）負担区分等証明書
7. （介護保険）受給資格証明書
8. 所得課税証明書
9. 在学証明書
10. 転学児童教科用図書給与証明書
11. 自動車検査証
12. 標識交付証明書
13. 廃車証明書

な しなな しし

１３書類１３書類１３書類

1. 転出地市町村
2. 転入地市町村
3. 学校
4. 警察
5. 地方運輸局
6. 軽自動車検査協会
7. 法務局

1. 転出地市町村
2. 転入地市町村
3. 学校
4. 警察
5. 地方運輸局
6. 軽自動車検査協会
7. 法務局

転入地市町村のみ転入地市町村のみ転入地市町村のみ７機関７機関７機関

訪
問
機
関

訪
問
機
関

訪
問
機
関

（オ
ン
ラ
イ
ン
申
請
時
）

添
付
書
類

（オ
ン
ラ
イ
ン
申
請
時
）

（オ
ン
ラ
イ
ン
申
請
時
）

添
付
書
類

添
付
書
類

① 本年度から、引越及び退職関連手続のワンストップ化に関する実証実験を先行的に開始

② 引越手続のワンストップ化だけで、官民あわせて約１，０００億円のコスト削減効果※）の見込み
※）引越者が窓口へ出向くことにかかる費用、行政職員が窓口対応にかかる費用、添付書類にかかる費用など
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医療機関等の情報基盤

レセプトオンライン化を実現
するネットワーク基盤
（2011年度までに構築）

健康情報の全国的な
収集・分析基盤

匿名化データ
を収集・分析

保険者

医療機関等

Account
Card電子私書箱

（仮称）

社会保障カード
（仮称）

被保険者資格
の即時確認

疫学等への活用を通じた
より良い医療

１-２ 国民本位のＩＴを活用した医療・社会保障サービスの実現

● 将来像

医療情報
・開示された

診療情報
・電子処方箋

保険情報
・特定健診
・レセプト情報
・予防医療

推進情報

・レセプト情報
・健診結果
・疾病情報
・紹介状等

国・自治体

・電子行政

年金保険者

・厚生年金等民間企業

年金情報
・加入履歴
・納付金額
・負担金額活用 活用

社会保障情報の入手・閲覧・活用に係る機関

遠隔医療・医療連携
のインフラとしても活用

個人による社会保障情報の閲覧・活用
個人の病歴等に応じた医療を
継続的に受けることができる

仕組みの構築

健康情報の全国的な
収集分析を通じた

より良い医療の実現

Account
Card

社会保障カード
（仮称）

個人

オンラインでの本
人確認
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● 政策目標を達成するための工程表

①個人による社会保障情報
の閲覧・活用

②個人の病歴等に応じた
医療を継続的に受ける
ことができる仕組みの
構築

③健康情報の全国的な
収集・分析を通じた
より良い医療の実現

（レセプト請求審査等のBPR）

社会保障カード（仮称）の導入

個人に対する提供
体制等に関する検討

情報提供機関における
情報提供体制の整備

オンラインでの安全な閲覧を実現するための
ルール策定、法令整備

個人情報保護に関する
制度的手当の必要性検討 法令整備・ガイドライン策定

電子私書箱インタ
フェース（仮称）基本設計

仕様書作成・実証実験

電子私書箱（仮称）の導入

健康情報の入手・管理に
関するルール等の方針作成

健康情報活用基盤構築のための
標準化及び実証

医療連携の事例共有
遠隔医療の推進方策

に関する懇談会

地域のニーズに応じた医療連携・
遠隔医療の展開の推奨

データベース構築
の方向性の検討

診療の根拠や医療施策に役立てる
ためのデータベースの構築

集積したデータの分析及び分析結果の開示
データの収集対象範囲の拡大の検討

電子点数表の整備及び改善への取組

各施策の推進及び本格稼働のための基盤整備
（2008年度～2010年度）

各施策の本格稼働と対象範囲の拡大
（2011年度～）

●レセプト原則完全オンライン化

１-２ 国民本位のＩＴを活用した医療・社会保障サービスの実現

ユビキタスネット関連技術の開発、普及啓発活動

各
施
策
の
目
標
と
な
る
事
業
の

本
格
稼
働
開
始

システムの基本計画
等の検討

システム開発等への着手
必要な法令整備
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２ｰ１ ITを安心して活用できる社会の実現
● 将来像

【実現に向けた方向性】

A 違法情報の削除・取締りを推進するとともに､有害情報に対しては､表現の自由を最大限尊重し､民間の自主
的な取組みを基本としつつ､子どもを守る上で実効性があり､世界をリードできる社会システムの実現を図る

B 違法・有害情報から子どもを守ることが国民的課題であることを全ての保護者、教職員、地域が理解し行動
する意識の醸成を図る

● 政策目標を達成するための工程表

B. 違法・有害情報から
子どもを守る意識の醸成

A 世界をリードできる
社会システムの実現

・・・2010年度2009年度2008年度

新IT安心会議
(局長級会合)(仮称)

の設置、
関係省庁の
連携強化

集中対策
(2007年10月策定)

の取組状況の
確認

▲ ▲

さらに実効性が
高い対策の
とりまとめ

対策の着実な取組み
継続的な見直し

速やかな浸透と拡大を
図るための取組の実施

生活安心プロジェクト
「青少年を

有害情報環境から
守るための
国民運動」

(2008年2月～)

継続的な実施による
意識の醸成

①① インターネット上の違法・有害情報インターネット上の違法・有害情報から利用者が守られるから利用者が守られる社会社会のの形成形成
②② 国民が安心して国民が安心してITITの利便性を享受できるの利便性を享受できる、、世界の模範となる環境世界の模範となる環境のの実現実現
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Ｉ
Ｔ
に
よ
る
低
炭
素
社
会
へ
の
貢
献

Ｉ
Ｔ
に
よ
る
低
炭
素
社
会
へ
の
貢
献

Ｉ
Ｔ
に
よ
る
低
炭
素
社
会
へ
の
貢
献

● 政策目標を達成するための工程表

● 将来像

１．「ITを活用した環境負荷低減」と「IT機器自体の省エネ」を両輪とする「グリーンＩＴ」を国内外で徹底的
に取り組み、温暖化対策と経済成長の両立を可能とする低炭素社会に貢献する。

２．また、京都議定書が本年度から遵守期間（※）に入る。目標達成計画において、BEMS・HEMS 、ITS、テ
レワーク等「ITを活用した環境負荷低減」を着実に進めていく。
（※） 我が国も2008～2012年度の温室効果ガス平均排出量を1990年度比で6％削減が目標。

２．長期視点からの取り組み

３．IT環境力の国際展開 ITIT環境力について世界を先導環境力について世界を先導

2008年度 2012年度 2025年度・・・

更なる革新的技術開更なる革新的技術開
発や導入・普及策発や導入・普及策

革新的革新的
・データセンター・サーバ（・データセンター・サーバ（20152015年頃）年頃）
・ルータ（・ルータ（20152015年頃）年頃）
・ディスプレイ（・ディスプレイ（20202020年頃）年頃）

等の実用化等の実用化

世界の世界のITIT企業・コンソーシアム、国際機関との連携企業・コンソーシアム、国際機関との連携

国際シンポジウムの開催国際シンポジウムの開催

２
０
０
８
年
７
月

洞
爺
湖
サ
ミ
ッ
ト

２
０
０
８
年
７
月

２
０
０
８
年
７
月

洞
爺
湖
サ
ミ
ッ
ト

洞
爺
湖
サ
ミ
ッ
ト

（例）（例）
BEMSBEMS※※ ：： 20102010年年度度の削減目標の削減目標 520520～～730730万ﾄﾝ万ﾄﾝ
ITSITS※※ ：： 20122012年年度度の削減目標の削減目標 約約400400万ﾄﾝ万ﾄﾝ
テレワークテレワーク ：： 20122012年年度度の削減目標約の削減目標約6363万ﾄﾝ万ﾄﾝ

（（20102010年年度度時点で就労者の時点で就労者の2020％）％）

BEMS ：オフィス等のエネルギー管理システム (Building Energy Management 
System)

HEMS ：家庭のエネルギー管理システム (Home Energy Management System)
ITS ：高度道路交通システム (Intelligent Transport System)
EMS ；エネルギー管理システム (Energy Management System)

２ｰ２２ｰ２ ITITを活用した環境に先進的な社会の実現を活用した環境に先進的な社会の実現

「「ITITを活用した環境負荷低減」の推進を活用した環境負荷低減」の推進

ITIT環境力のアジア展開環境力のアジア展開

１．京都議定書への対応
（2008～2012年度）

BEMS/HEMSBEMS/HEMS※※更に地域レベルの更に地域レベルのEMSEMS※※等等
「「ITITを活用した環境負荷低減」の推進を活用した環境負荷低減」の推進

「「ITIT機器自体の省エネ」の推進機器自体の省エネ」の推進
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● 政策目標を達成するための工程表

● 将来像

ITが有する「つながり力」を活用し、産業競争力を高めるとともに、我が国を世界により開かれた国とし、
アジア、世界との間のヒト・モノ・カネ・情報の流れを拡大し、我が国を世界におけるITの発信拠点、集積
基地にする。これにより、世界経済とともに成長する日本を実現する。

②企業の生産性の
抜本的な底上げ

①我が国ＩＴ製品・
サービスのグロー
バル競争力の向上

④高度ＩＴ人材育成
の規模拡大・定着等

○中小企業等でのＩＴ活用の底上げ
○様々なコード体系間の相互運用性の確保
○情報システムの信頼性向上 等 ○企業や国境を超えた連携や新価値創出が

継続的に行われるＩＴ環境の実現

○世界最先端のＩＴ活用モデルの普及・定着

○研究開発やその国際標準化戦略の策定・推進
○我が国のイニシアティブによる国際展開の促進
○デジタルアーカイブ化への取組強化 等

○ネットワークとＴＶの融合等、日本のシス
テム・サービスのグローバル市場での普及

（日本市場のガラパゴス状態の解消）

○ＩＴ人材の育成・活用の好循環プロセスの
確立

○世界最高レベルのＩＴ人材の育成

⑤世界のＩＴ拠点の
実現

○高信頼で、高コストパフォーマンスな新た
なネットワークの実現 等

※） 上記の施策に加え、2008年度に「ＩＴによる地域活性化等緊急プログラム」を着実に実施する。

「つながり力」強化段階 「つながり力」発揮段階
（2008年度～2010年度） （2011年度～2015年度頃）

Ｉ
Ｔ
の
「つ
な
が
り
力
」に
よ

Ｉ
Ｔ
の
「つ
な
が
り
力
」に
よ
るる

好
循
環
基
盤

好
循
環
基
盤
（「ｅｰ

ス
パ
イ
ラ
ル
」）

（「ｅｰ

ス
パ
イ
ラ
ル
」）
の
確
立

の
確
立

Ｉ
Ｔ
ク
リ
エ
イ
テ
ィ
ビ
テ
ィ
市
場
の
創
出

Ｉ
Ｔ
ク
リ
エ
イ
テ
ィ
ビ
テ
ィ
市
場
の
創
出

３３ 「つながり力」発揮による経済成長の実現「つながり力」発揮による経済成長の実現３ 「つながり力」発揮による経済成長の実現

○インターネットＩＰｖ６対応化
○ブロードバンド・ゼロ地域解消、地デジへの完全移行
○次世代検索・解析技術基盤の構築 等

○優秀なＩＴ人材を育成・輩出のための仕組みの構築
○高等教育段階におけるＩＴ活用教育への支援
○優れた人材が活躍できる環境整備 等

③既存産業の変革・
新事業領域の創出

○情報通信基盤の戦略的活用の重点施策策定・推進
○ものづくり製品とＩＴとの融合促進 等




